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「香薫®あらびきポーク」という
イノベーションが生み出す可能性

2012年からの販売量の推移

（年度）

100%

2012 2015 2018 2021 2024

618%

　「香薫®あらびきポーク」は、2002年の発売以来、お客様の期待に応えるための挑戦と革新の

積み重ねによって、その売上げは毎年前年を上回る大ヒット商品となっています。近年では、

2023年度にKSP-POSデータに基づくウインナーカテゴリーで販売個数第1位※1を達成し、この

成功は2024年度のプリマハム全体のハム・ソーセージ部門での国内トップシェア獲得※2へとつ

ながりました。

　この結果は、プリマハムの「ものづくりへのこだわりと現場力」が確かな成果を生み出した証です。

また、物価高騰が続くなかでも、販促キャンペーンなどのプロモーション活動を積極的に展開し、お

客様に付加価値を感じていただくなどの工夫をしてきたことがお客様に選ばれる要因となりました。

　「香薫®あらびきポーク」の成功は、プリマハムが今後推進する「攻め」の経営姿勢の強力な後押

しとなります。企業ブランド全体の認知度向上を目指し、ファン層の拡大を図っていきます。

※1 KSP-POS 畜肉ソーセージカテゴリー　2023年4月～2024年3月計　販売個数
※2 「インテージ SCI ハムソーベーコン焼豚市場　2024年4月～2025年3月計　購買金額シェア」

　「香薫®あらびきポーク」は、その高い品質が国内外の権威あるコン
テストで繰り返し評価されてきました。例えば、1887年から開催されて
いる世界でも権威のあるDLG(ドイツ農業協会 国際食品品質競技会)
や食肉業界最大規模の国際見本市である「IFFA（国際食肉加工品コン
テスト）」でも度々最上位の金賞を受賞しています。さらに、ベルギーを
拠点とするITI (国際味覚審査機構)では2022年に極めて優秀な製品
に付与される「三つ星」を受賞し、3冠受賞となりました。
　これらの受賞歴は、その「おいしさ」が国際的な基準においても最高
品質であることを裏づけています。

国際的に認められた「おいしさ」の品質

特集

12年で
6倍に！

香薫®あらびきポーク 香薫®あらびきポーク 大袋
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「香薫®あらびきポーク」という
イノベーションが生み出す可能性

マーケティング本部を設置し
より実効的な戦略が可能に！
　「香薫®あらびきポーク」をはじめとした当社製品

のさらなる成長を牽引すべく、2025年度から「マーケ

ティング本部」を新設しました。マーケティング本部

が中心となって市場のニーズをキャッチするとともに、

商品開発や商品企画、調達、生産、営業など関連部署

同士の連携をより緊密にすることで、お客様のニーズ

や市場動向をより深く捉えた商品戦略が可能となり

ます。

マーケ
ティング

マーケティング部 市場開発課では、各種データの収集・分析・調査
を通じて、市場・顧客分析に基づいた新カテゴリーの立案、自社ブラン
ドの強化・育成、営業支援に取り組んでいます。そのなかで私は、消費
者調査や商品企画部と連携した市場・商品分析などを担当しており、
「香薫®あらびきポーク」の企画には2021年度から携わっています。
2024年度の調査で「11種類の挽きたてスパ

イスの香り」や「桜スモークの薫り」といった「香
薫®」の核となる魅力がまだまだ知られていな
いことがわかりました。これらの要素をよりわ
かりやすく提示すれば、多くのお客様に魅力を
感じていただけると確信しています。今後も各
部署と密に連携しながら誰もがNo.1ブランド
と認めるような商品に育成していきたいです。

市場No.1を維持するデータに基づいた
ブランド育成を！

マーケティング本部
マーケティング部
市場開発課 係長

長澤 貴章

製造

茨城工場製造二部製造四課は、「香薫®あらびきポーク」をはじめとしたソーセージの包装工程を担って
います。包装工程は製品出荷の最終チェックポイントとなるため、厳しい衛生管理とチェックを行っています。
安心・安全で高品質な製品をお客様にお届けするために、関係部署と連携して日々尽力しています。
マーケティング本部が新設されたことでお客様のニーズをより的確にキャッチし、効果的な営業戦略が
立案されることで、「香薫®あらびきポーク」のさらなる生産数量の増加につながると確信しています。
これからも確かな生産力を維持・向上させ、常にお客様の食卓に「香薫®」のおいしさと安心を届けられ

るよう、精進していきます。

“確かな生産力”で「香薫®」のおいしさと安心を食卓へ届ける

生産本部
茨城工場 製造二部 
製造四課 係長

髙村 美如

商品企画

商品企画部第一課では、ハム・ソーセー
ジ類全般の商品企画を担当しており、私は
主力ブランドである「香薫®あらびきポー
ク」の企画立案や商品づくりに携わってい
ます。2025年度はマーケティング本部が
新設され、消費者調査や販売促進を担う
従来営業本部だったマーケティング部と
一体となりました。これによって、さらに結
束を強めてブランド育成の方向性を深く検
討し、具体的な商品化へと落とし込むことが可能になっています。
「香薫®」は、「桜スモークで仕上げ、挽きたてスパイスを使用
したあらびきタイプのソーセージ」という明確な定義を持ってい
ます。この“らしさ”を大切にしながら、どのようにすればより多
くのファンを広げられるかを日々検討し、工夫を凝らしています。

「香薫®」の“らしさ”を磨くことで、
未来へつないでいきたい

マーケティング本部
商品企画部
第一課 係長

藤井 雅実

営業本部

物流営業

開発本部

開発

食肉事業本部

調達

生産本部

製造

マーケ
ティング 商品企画 販売促進

マーケティング本部
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「香薫®あらびきポーク」という
イノベーションが生み出す可能性

「香薫®」のおいしさと
環境負荷削減を両立！

巾着パッケージ エコパッケージ

私は関東圏の主要スーパーマーケットを担当し、ハム・ソーセージ、特に
「香薫®あらびきポーク」の取引拡大に取り組んでいます。「香薫®」の魅力
を最大限に伝えるために、お取引先様の売り場での陳列数や配置に細心の
注意を払い、販促資材やメニューPOPを効果的に用いて売り場全体の拡
大を図りながら、売上拡大につなげてきました。
すでに主力商品として成長している「香薫®」ですが、さらなる飛躍のた

めには、市場動向やデータをもとにした施策が不可欠だと感じています。
マーケティング本部の新設により、香薫®を主軸とした当社商品の強みを
発信できる施策の展開が期待できます。どの得意先でも「売上げNo.1」と
言われるよう、さらなる知名度向上を図っていきたいと思います。

　プリマハムは、「香薫®あらびきポーク」の包装資
材の環境負荷削減に注力しています。2022年4月に
は巾着パッケージから「エコパッケージ」へと変更し、
その後も2023年3月と2024年9月にパッケージの
縮小が図られています。2024年9月の縮小化により、
1商品あたりのプラスチック使用量を2022年3月比
で約38.5％削減しました。
　この包装フィルムの削減は、環境負荷低減に貢献
するだけでなく、包装資材にかかるコストの低減にも
つながっており、これによって「桜スモークで仕上げ、
挽きたてスパイスを使用したあらびきタイプのソー
セージ」という「香薫®」のおいしさを維持し、高品質
な商品を提供し続けることができているのです。

営業 「香薫®」の確かな価値を伝え、売り場をつくり出す

営業本部
東日本支社 関東量販部
第四課

魚井 秀人

私の部署では、自社商品の配荷（納店数）アップを通じた売上拡大を目指
し、広告・宣伝・販促の企画・運用を担当しており、特にSNSをはじめとした
デジタルマーケティング領域に注力しています。「香薫®」を真の“トップブ
ランド”へと引き上げるため、私たちはブランド定義を再認識し、その特徴
をさまざまな媒体を通じて統一されたメッセージとして発信することで、お
客様にその価値を深く理解して購入していただくことに注力しています。ま
た、「香薫の日」(5月9日）企画をはじめとしたさまざまなイベントや販促
キャンペーンを実施し、幅広い年齢層の方に香薫®を知っていただき、
ファンになっていただくよう施策を展開しています。
今後はマーケティング本部が中心となってマイルストーンを設計し、営業

本部、生産本部と連携し、香薫®が真のトップブランド商品となるように取
り組んでいきます。

販売促進 真の“トップブランド”へ導く販売促進戦略を！

マーケティング本部
マーケティング部
販促企画課長

原島 喬

お取引様の売り場での販促活動

5月9日「香薫の日」に実施したファンイベント

目次
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プリマハムグループ中期経営計画（2025～2027年度）

2023年度振り返り 2024年度振り返り

営業力・開発力・商品力の強化により、売上と利益の規模と質を
高めると同時に、サステナビリティを重視した経営を推進し、
「いつも、ずっと、お客様に愛され、支持される会社」になる。

基本方針

4,800
120
130
80
6.7
3.2
6.6
5.0
4.2

億円

億円

億円

億円

％

％

％

％

％

2025年度計画

5,100
120
130
80
6.5
3.1
6.2
5.0
4.2

億円

億円

億円

億円

％

％

％

％

％

2026年度計画
ローリングプラン

5,400
150
160
100
7.8
3.9
7.1
5.0
4.2

億円

億円

億円

億円

％

％

％

％

％

2027年度計画

売上高

営業利益

経常利益

親会社株主帰属当期純利益

ROE

ROA

ROIC

株主資本コスト

WACC

売上高

営業利益

経常利益

親会社株主帰属当期純利益

ROE

ROA

ROIC

株主資本コスト

WACC

4,484
118
129

75
6.4
3.2
5.9
4.6
3.9

億円

億円

億円

億円

％

％

％

％

％

2023年度実績 2024年度計画

4,584
89

105
71
5.9
2.9
4.6
5.0
4.2

億円

億円

億円

億円

％

％

％

％

％

2024年度実績

国内外における成長領域への投資、新技術の
開発

課題点 GHG排出量（特にScope3の具体的な削減目
標策定）と、TCFD/TNFDの統合的開示

● 「プリマハムグループ環境方針」の改定、「プリマハムグ
ループサプライヤー行動規範」「プリマハムグループアニ
マルウェルフェアポリシー」の制定

● TCFD提言に基づく情報開示を拡充
● 生産拠点におけるフロン対策、太陽光発電設備の導入推進

課題点
価格改定のさらなる浸透、市場ニーズ変化へ
の対応、コスト競争力の強化

● 市場環境の変化にあわせた、複数回の価格改定実施
● 「香薫®」「スマイルUP!®」を中心に、主力であるハム・ソー
セージの国内市場シェア向上

● 健康を軸とした高付加価値商品の開発、当社初となる機
能性表示食品の発売

● 国産養豚事業の出荷頭数拡大

● 次世代基幹システム（PNP）の稼動開始に向けた対応
● タイ、シンガポールの海外子会社を通じた、海外での製造
販売強化

課題点

1
重要課題（マテリアリティ）解決に向けた取り
組みの強化

● 「プリマハムグループ人権方針」、「プリマハムグループ
調達方針」の制定・開示

● TCFD提言に基づく情報の開示
● 3つの重要課題（マテリアリティ）の追加

課題点

2
価格改定のさらなる浸透、コスト競争力の強
化、業務用商品の開発

● 「香薫®」の販売拡大、「スマイルUP!®」の認知向上
● 鹿児島新工場の稼動開始による生産能力の増強
● 自社ECサイト「竹岸ハム商会®」の開設・運営開始
● 宮城農場の稼動開始による豚出荷頭数の増加

3
課題点

国内外における成長領域への投資、新技術の
開発

● ベンダー事業におけるスムージー、カップデリの販
売拡大

● 食肉ECサイト「ミートガイ®」の取り組み強化

● 資本コストと株価を意識した経営
● 人材の確保と育成による変革意識の醸成
● 脱炭素・循環型社会の実現に向けた取り組み推進

● 既存事業の基礎収益力の向上
● 事業基盤の強化と次世代への布石
● 持続可能なサプライチェーンの構築

持続可能な
経営基盤の強化

外部環境の
変化に対応した
収益基盤の構築

1

2

● 伊藤忠商事とのコラボレーションを主体とした
国内外事業展開

● 成長領域への挑戦と、ＤＸ、新技術の開発・導入
● PNPの稼動開始と業務効率化の実現　

成長投資と
グローバル展開3

中期経営計画

連結損益 連結損益

資本コスト経営の強化を図り、さらなる企業価値の向上を目指す
2024年度の連結売上高は前期を上回ったものの、円安の進行による原材料価格の高騰やユーティリティコストの

上昇、また、ベンダー事業の苦戦により、増収減益となりました。
2025～2027年度の中期経営計画では、資本コスト経営の強化を図り、加工食品事業ではハムソーブランドの市場

シェアのさらなる拡大、食肉事業では市場ニーズにあわせた仕入・生産・販売を推進します。

課題点

4,700
160
170
100
8.3
4.1
8.3
4.6
3.9

億円

億円

億円

億円

％

％

％

％

％

プリマハムグループ 統合報告書2025 17
目次

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

 

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

1

成
長
戦
略

2

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

3

デ
ー
タ
編

4



1 2 3

資本コストと株価を意識した経営
　収益最大化と資産効率の見直しによるROA改善に取り組
み、財務レバレッジを活用した経営によってROE向上を図り
ます。併せて、株価向上に向けたIR活動を拡充し、投資家と
の対話を通じて企業価値の適正な評価を追求します。また、
資本コストを意識した経営を行い持続的な成長と株主還元
の両立を実現します。

人材の確保と育成による変革意識の醸成
　新卒採用の強化とキャリア人材の計画的採用によって、多
様な経験とスキルを持つ人材の獲得を推進します。また、グ
ループ経営の強化に向けて、次期主管者候補の経営人材と
しての育成に注力し、変革意識を持った組織づくりを進めま
す。これによって、市場環境の変化に迅速に対応できる組織
体制を構築します。

脱炭素・循環型社会の実現に向けた取り組み推進
　脱炭素社会の実現に向けて、再生可能エネルギーの活用
拡大により温室効果ガス排出量の削減を進めます。環境配
慮型商品の拡充や省包材の取り組みを通じて、廃棄物排出
量、水、プラスチック使用量の削減に努めます。これらの取り
組みにより、循環型社会の実現に貢献し、持続可能な事業運
営を推進します。

持続可能な経営基盤の強化

おもな取り組み項目・目標 
● ROE目標10％以上の達成
● キャリア人材採用促進による組織活性化
● 2030年までに温室効果ガス排出量を2021年度比で
24.3%削減

既存事業の基礎収益力の向上
　過去のコストアップ分を吸収するための値上げを完遂する
とともに、販売チャネルの多角化を促進します。また、既存商
売を見直し、重点商品の製造販売を強化することで、収益力
の向上を図ります。これらによって市場環境の変化に柔軟に
対応しながら、安定した収益基盤の確立を目指します。

事業基盤の強化と次世代への布石
　品質や事業活動に伴う重大災害の未然防止に向けた取り
組みを強化し、安全で安心な事業運営を徹底します。同時に、
次世代に向けた新たな収益柱の開発・育成に注力し、将来の
成長に向けた基盤づくりを進めます。これによって、持続的な
企業価値向上を実現します。

持続可能なサプライチェーンの構築
　モーダルシフトの推進など物流効率化に向けた取り組み
を強化し、コスト削減と環境負荷軽減を両立します。また、サ
プライチェーン全体におけるサステナビリティの取り組みを強
化し、調達から販売まで一貫した持続可能な事業体制を構
築します。これによって、長期的な競争優位性の確保を目指
します。

外部環境の変化に対応した
収益基盤の構築

おもな取り組み項目・目標 
● 香薫®含むハム・ソーセージの優位性をいかした既存商売の
磨き上げ

● 香薫®に次ぐ新商品の開発・育成
● サプライチェーン全体におけるサステナビリティの
取り組みを強化

PNPの稼動開始と業務効率化の実現
　DXを実現するための「PNP（Prima Next Project）」
は、2025年度中に稼動開始の予定です。転換期における
業務への影響を最小限に抑えるため、十分な準備期間を
設け、検証段階においても能動的に連携していきます。ま
た、PNPの安定稼動に向けた準備・検証を徹底し、情報
基盤の整備に伴う業務効率化を実現します。

伊藤忠商事とのコラボレーションを主体とした
国内外事業展開
　伊藤忠商事とのコラボレーションを主体とした国内外事業
展開を推進します。海外販売の拡大に向けた企業買収・提
携の具現化を図り、新たに世界を視野に入れた市場開拓を
加速します。また、スタートアップ企業との連携による事業創
出に積極的に取り組み、既存事業の枠を超えた新たな価値
創造を目指します。

成長領域への挑戦と、DX、新技術の開発・導入
　成長性の高い東南アジアにおける海外事業モデルの確立
を進め、グローバル展開を加速します。既存事業の枠にとら
われない新規事業・技術の創出に向けた挑戦を続け、DXや
新技術の開発・導入を通じて競争優位性を確保します。これ
により、持続的な成長と新たな収益源の確立を実現します。

成長投資とグローバル展開

おもな取り組み項目・目標 
● プリマハムタイランド、プリマハムフーズタイランド、
Rudi’s社を基軸とした東南アジアでの海外製造・
海外販売モデルの確立
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進めていくフェーズへと舵を切っています。

2025年度にスタートした新たな中期経営計画（2025～

2027年度。以下、中計）には、長期的な成長に向けた戦略

投資として、積極的な投資計画を盛り込んでいます。

「攻め」の姿勢を具現化するべく、2024年には（株）格付

投資情報センター（R＆I）から投資適格水準の中堅上位に

あたる、発行体格付「A（安定的）」を取得しました。これに

よって、従来の銀行借入に加えて、社債やサステナビリティ

債の発行といった、資本市場を活用した多様な資金調達

手段を展開できる体制が整ってきました。今後は、財務の

健全性は維持しつつ、リスクに見合うリターンが期待でき

る領域では積極的にレバレッジを利かせつつ、キャッシュ

を成長投資に振り向けていきます。

2022年度以降、当社グループは円安の加速や原材料・

エネルギー価格および家畜飼料価格の高騰、人件費の上

昇といった外部環境の大きな変容に直面していました。こ

うした厳しい事業環境下においても、2000年代前半に経

営不振に陥った際の教訓をいかし、10年以上にわたり厳

格なコスト管理や収益性向上に向けた経営改革を進め、

着実に財務基盤の強化を図ってきました。その結果、自己

資本比率は現在では50％に迫る水準まで上昇し、強固な

財務体質を実現しています。有利子負債についても、低金

利かつ長期の借入が中心であり、財務の健全性を高水準

で維持しています。

安定した財務基盤を土台に、当社グループは円安基調

の為替相場転換も見据えつつも、「守り」から「攻め」を意

識した経営姿勢のもと、今後の成長に向けた戦略投資を

中計に掲げる具体的な投資については、2027年度まで

の3年間で約690億円のキャッシュ創出を想定し、成長投

資と株主還元に配分していく計画を推進していきます。

成長投資の配分は、既存事業の効率化や生産能力増強に

向けた設備更新、老朽化設備の更新、環境関連投資に約240

億円を充てる想定です。とりわけ、長年先送りされてきたイン

フラ設備の改修や排水処理施設の整備は、事業継続に不可

欠な投資であり、喫緊の課題として取り組んでいく予定です。

長期的な成長に向けた戦略投資としては、約330億円

をM&Aも視野に入れた海外展開、DX（デジタルトランス

フォーメーション）、研究開発、国産豚肉のインテグレー

ション強化など、将来の競争力強化に資する分野に重点

配分します。

DXでは、基幹システムの刷新と業務改革を一体化した

「PRIMA Next Project（PNP）」を推進し、2025年度中の

稼動開始を目指しています。このプロジェクトは、基幹シ

ステムの刷新と業務改革を通じて、事業ごとの収益性や

資本効率の改善に大きく貢献するものと期待しています。

商品開発においては、開発本部を中心に、「おいしさの

見える化」という独自のプロジェクトを推進しています。人

間の五味・五感を科学的に数値化するという、今までにな

いチャレンジにおいても少しずつ成果が出始めており、新

たな商品開発や既存商品の改善にいかすべく、研究開発

への投資を継続しています。

気候変動リスクへの対応として、当社グループでは

2022年9月にTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォー

ス）提言への賛同を表明し、気候関連のリスクと機会を経

営戦略に統合しています。また、2025年4月にはTNFD（自

然関連財務情報開示タスクフォース）への賛同を表明し、

自然関連の情報開示にも着手しています。

食肉事業を手掛ける企業として、アニマルウェルフェア

への取り組みも重要な経営課題に位置づけ、2024年7月

には「プリマハムグループ アニマルウェルフェアポリシー」

を制定しました。国際基準や農林水産省の指針に基づき、

飼養管理方法の見直しやフリーストールの導入など、具体

的な施策を進めています。

これらの取り組みはコストとしてではなく、長期的な企

業価値向上に資するものと認識しています。ESG評価機

関との対話や非財務情報の開示も継続的に強化し、社会

や市場からの信頼醸成に努めていきます。

なお、ROIC（投下資本利益率）やNPV（正味現在価

値）、投資回収期間、さらには環境負荷低減効果なども含

めて総合的に判断する規律を徹底しており、重要な投資

計画の決定においては、事業審査委員会に諮ることとして

います。

当社グループでは、株主の皆様への還元を重視した経

営を志向し、取締役会でも配当方針に関する議論を活発

に行っています。2024年度からは、連結配当性向の目標

を従来の30％から40％以上へと引き上げ、加えて安定的、

かつ継続的な配当を目標に掲げています。中計では3年合

計で約120億円を株主還元に振り向け、株主の皆様に資

する還元とさらなるエンゲージメント向上につなげていき

たいと考えています。

今後の持続的成長に向けては、投資家の皆様との対話

の強化が欠かせません。プリマハムグループはありたい姿

に向け、どのような競争優位のもと、持続的成長を目指し

ているのかを投資家の皆様に広く知っていただき、期待に

つなげていけるような対話機会の創出に注力しています。

統合報告書や決算説明会資料を通じた積極的な情報発

信に加え、対話を続けるなかで、株主の皆様からいただい

たフィードバックを取締役会の議論に組み入れるなどの

新たな取り組みも進めています。

今後も収益基盤の強化とともに、成長投資による業績

拡大を図り、ROE向上と社会にご期待いただける企業グ

ループを目指し、企業価値向上に努めてまいります。

厳しい事業環境のもと、安定的な経営基盤を確立

既存事業を含む長期的な成長に向けて約570億円を投資

信用格付の取得により多様な資金調達を視野に入れる

財務担当役員メッセージ

「守り」から「攻め」へ――
安定した財務基盤をもとに
戦略投資を加速していきます

財務・会計をはじめとした管理部門における深い知識を有し、総合企画本部長、総合企画室長などを歴任。2025年4月より現職。

常務執行役員 管理本部長 中島 聡

Profile

2025～2027年度中期経営計画
連結キャピタルアロケーション（25年度～27年度合計）
キャッシュイン
合計約690億円

資金調達（借入）
約140億円

投資
約570億円

株主還元
約120億円

●海外展開などの
　戦略投資
●DX
●研究開発
●国産豚肉
　インテグレーション
　の強化

長期的な
成長に向けた
投資
約330億円

●効率化、生産能力
　増強に向けた生産
　設備の更新
●環境関連
●老朽化設備の更新

既存事業の
成長に向けた
基盤構築
約240億円

●配当金 80円/株
　⇒単年度約40億円

配当
約120億円

営業CF
約550億円

キャッシュアウト
合計約690億円
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進めていくフェーズへと舵を切っています。

2025年度にスタートした新たな中期経営計画（2025～

2027年度。以下、中計）には、長期的な成長に向けた戦略

投資として、積極的な投資計画を盛り込んでいます。

「攻め」の姿勢を具現化するべく、2024年には（株）格付

投資情報センター（R＆I）から投資適格水準の中堅上位に

あたる、発行体格付「A（安定的）」を取得しました。これに

よって、従来の銀行借入に加えて、社債やサステナビリティ

債の発行といった、資本市場を活用した多様な資金調達

手段を展開できる体制が整ってきました。今後は、財務の

健全性は維持しつつ、リスクに見合うリターンが期待でき

る領域では積極的にレバレッジを利かせつつ、キャッシュ

を成長投資に振り向けていきます。

2022年度以降、当社グループは円安の加速や原材料・

エネルギー価格および家畜飼料価格の高騰、人件費の上

昇といった外部環境の大きな変容に直面していました。こ

うした厳しい事業環境下においても、2000年代前半に経

営不振に陥った際の教訓をいかし、10年以上にわたり厳

格なコスト管理や収益性向上に向けた経営改革を進め、

着実に財務基盤の強化を図ってきました。その結果、自己

資本比率は現在では50％に迫る水準まで上昇し、強固な

財務体質を実現しています。有利子負債についても、低金

利かつ長期の借入が中心であり、財務の健全性を高水準

で維持しています。

安定した財務基盤を土台に、当社グループは円安基調

の為替相場転換も見据えつつも、「守り」から「攻め」を意

識した経営姿勢のもと、今後の成長に向けた戦略投資を

中計に掲げる具体的な投資については、2027年度まで

の3年間で約690億円のキャッシュ創出を想定し、成長投

資と株主還元に配分していく計画を推進していきます。

成長投資の配分は、既存事業の効率化や生産能力増強に

向けた設備更新、老朽化設備の更新、環境関連投資に約240

億円を充てる想定です。とりわけ、長年先送りされてきたイン

フラ設備の改修や排水処理施設の整備は、事業継続に不可

欠な投資であり、喫緊の課題として取り組んでいく予定です。

長期的な成長に向けた戦略投資としては、約330億円

をM&Aも視野に入れた海外展開、DX（デジタルトランス

フォーメーション）、研究開発、国産豚肉のインテグレー

ション強化など、将来の競争力強化に資する分野に重点

配分します。

DXでは、基幹システムの刷新と業務改革を一体化した

「PRIMA Next Project（PNP）」を推進し、2025年度中の

稼動開始を目指しています。このプロジェクトは、基幹シ

ステムの刷新と業務改革を通じて、事業ごとの収益性や

資本効率の改善に大きく貢献するものと期待しています。

商品開発においては、開発本部を中心に、「おいしさの

見える化」という独自のプロジェクトを推進しています。人

間の五味・五感を科学的に数値化するという、今までにな

いチャレンジにおいても少しずつ成果が出始めており、新

たな商品開発や既存商品の改善にいかすべく、研究開発

への投資を継続しています。

気候変動リスクへの対応として、当社グループでは

2022年9月にTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォー

ス）提言への賛同を表明し、気候関連のリスクと機会を経

営戦略に統合しています。また、2025年4月にはTNFD（自

然関連財務情報開示タスクフォース）への賛同を表明し、

自然関連の情報開示にも着手しています。

食肉事業を手掛ける企業として、アニマルウェルフェア

への取り組みも重要な経営課題に位置づけ、2024年7月

には「プリマハムグループ アニマルウェルフェアポリシー」

を制定しました。国際基準や農林水産省の指針に基づき、

飼養管理方法の見直しやフリーストールの導入など、具体

的な施策を進めています。

これらの取り組みはコストとしてではなく、長期的な企

業価値向上に資するものと認識しています。ESG評価機

関との対話や非財務情報の開示も継続的に強化し、社会

や市場からの信頼醸成に努めていきます。

なお、ROIC（投下資本利益率）やNPV（正味現在価

値）、投資回収期間、さらには環境負荷低減効果なども含

めて総合的に判断する規律を徹底しており、重要な投資

計画の決定においては、事業審査委員会に諮ることとして

います。

当社グループでは、株主の皆様への還元を重視した経

営を志向し、取締役会でも配当方針に関する議論を活発

に行っています。2024年度からは、連結配当性向の目標

を従来の30％から40％以上へと引き上げ、加えて安定的、

かつ継続的な配当を目標に掲げています。中計では3年合

計で約120億円を株主還元に振り向け、株主の皆様に資

する還元とさらなるエンゲージメント向上につなげていき

たいと考えています。

今後の持続的成長に向けては、投資家の皆様との対話

の強化が欠かせません。プリマハムグループはありたい姿

に向け、どのような競争優位のもと、持続的成長を目指し

ているのかを投資家の皆様に広く知っていただき、期待に

つなげていけるような対話機会の創出に注力しています。

統合報告書や決算説明会資料を通じた積極的な情報発

信に加え、対話を続けるなかで、株主の皆様からいただい

たフィードバックを取締役会の議論に組み入れるなどの

新たな取り組みも進めています。

今後も収益基盤の強化とともに、成長投資による業績

拡大を図り、ROE向上と社会にご期待いただける企業グ

ループを目指し、企業価値向上に努めてまいります。

環境関連投資を積極的に進め
非財務情報の開示を継続的に強化

株主・投資家との対話を通じ企業価値向上を目指す

ROE・ROICの推移
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（％）

20.0

10.0

0

ROE ROIC

2025
（計画）

2024

（％）
80.0

40.0

0

1株あたり配当金／配当性向

配当方針

2020 2021 2022 2023 （年度）

（円）
100

50

0

1株当たり配当金 配当性向

2025
（計画）

※ 2020年度配当金の内訳：普通配当65円 記念配当20円

72.5

65

33.630.2

85

65
80

50.0
65

43.6

30％

40％

20

経営目標 ROE10%以上

配当性向 40%以上

2024

80
56.8
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90

60

30

0

教育訓練費（単体）

営業キャッシュ・フロー（連結）
（百万円）

14,211
16,739

20242020 2021 2022 2023 （年度)

30,000

20,000

10,000

0

22,542

11,719

27,248

過去5年、毎年100億円を超える営業キャッシュ・フローを継続
的に創出しており、今後も健全な財務体質を維持しながら成長
投資を図っていきます。

過去5年の生産数量比（単体）
2020年度の生産数量を100とした場合
（％）

100

112
106104

20242020 2021 2022 2023 （年度)

120

100

80

温室効果ガス排出量（Scope３）（単体）
※2024年度は基準変更のため、新旧両基準の数値を掲載

加工食品の生産効率を高めることで、生産数量の拡大を継続し
ています。今後も設備投資など生産効率の改善に取り組み、事
業競争力を高めます。

（百万円）

20242020 2021 2022 2023 （年度)

多様な人材が働きがいを感じながら活躍できる職場環境を整え
るとともに、さまざまな研修プログラム、フォロー体制を通じて、
従業員の成長をサポートしています。

研究開発費（連結）

（百万円）

365366389
335

381

20242020 2021 2022 2023 （年度)

400

200

0

食肉加工や食肉生産に関する先進的な基礎研究から、それらを
活用した商品開発、生産技術開発にいたるまで、精力的な研究
開発活動を継続しています。

カナダデンマーク
オランダ

ブラジル

メキシコ

アメリカ合衆国
スペイン
フランス

ポルトガル

アイルランド

タイ

オーストラリア
ニュージーランド チリ

ウルグアイ

イギリス

おもな調達先（単体）

原料肉を世界各地から調達することで、それぞれの商品に最適
な原料肉の選択が可能です。また、調達のリスクを分散し、安定
供給と事業の継続を図っています。

（トン-CO2e） 旧基準
（IDEA2.3）
2,775,400

新基準
（DEA3.5.1）

2,345,400

3,017,500 2,992,3003,143,300

20242021 20232022 （年度)

3,000,000

2,000,000

1,000,000

0

2024年度よりScope3の排出量を算定。各年、カテゴリー1（購
入した製品・サービス）が全体の8割以上を占めています。今後
はバリューチェーン全体での排出削減を推進していきます。

110

31

706258
48

資本の状況

経営基盤を強化し、
戦略的な成長投資を実行

当社グループは、中期経営計画の基本方針のひ
とつに経営基盤の強化を掲げており、2024年度
は年間約142億円の営業キャッシュ・フローを獲
得しています。これらをベースに戦略的な成長投
資を実行するとともに、資本効率を重視したモニ
タリング体制を強化していきます。

業界トップクラスの生産効率を追求

加工食品事業では自動化や生産ラインの直線化
などによる効率的な生産体制を整備するとともに、
食肉事業では国産豚肉のインテグレーションを構
築。ハム・ソーセージ工場での継続した生産ライン
の効率改善に取り組み、生産効率が上昇するとと
もに、生産数量が増加しています。

多様な個性・専門性が発揮できる
環境づくりに注力

当社グループは、経営人材やグローバル人材を
育成するための計画的・体系的なプログラムを構
築しているほか、多様な個性・専門性を発揮しやす
い風土や仕組みづくりに注力。また、従業員が働き
やすい職場環境の整備やキャリア形成に向けたサ
ポートなども推進しています。

商品開発、ICTなど
さまざまな知見・ノウハウを吸収・活用

近年では糖質ゼロ、塩分カットといった健康配
慮型商品を開発しているほか、商品のおいしさを
客観的かつ具体的に評価するおいしさの見える化
（数値化）の研究を継続しています。また、省力化・
高品質生産を実現するための情報通信技術
(ICT)、品質管理強化のための大学との共同研究
などにも積極的に取り組んでいます。

多様なステークホルダーとの
良好な関係を追求

原料肉の調達ネットワークを強化・拡充するた
め、伊藤忠グループとの連携やパートナー企業と
の共同商品開発、大学・研究機関との共同研究な
どを進めています。また、テーマパークへの協賛を
通じて消費者の皆さまから信頼され、愛されること
が重要な資本だと捉えています。

食品メーカーの責任として
自然環境を保全

生産時の使用エネルギーの低減や温室効果ガス
の発生抑制をはじめ、再生可能エネルギーの使用
拡大、廃棄物の削減、プラスチック包装資材の使用
量削減・リサイクル化など、環境保全を強化するた
めの技術や知見・ノウハウを獲得するように努力し
ています。

財務資本

製造資本

人的資本

知的資本

社会関係資本

自然資本
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事業戦略

加工食品事業

生産ラインの全自動化への挑戦
近年日本の労働力が不足していることに対応し、生産性を飛躍的に高めるため、
プリマハムグループはAIやロボットを活用した生産ラインの全自動化を推進しています。
これによって、従業員はより価値の高い業務に集中できる環境を実現するとともに、
廃棄物の削減なども推進するなど、持続可能なものづくりに挑戦しています。

　北海道工場は、加工食品事業におけ
る生産ラインの革新を進めています。
特に、スペースが限られ、かつ160gか
ら400gと重量幅が大きく、薄い・深い
など製品形状が多様な生ハムスライス
ラインの自動箱詰めは、従来のロボット
では困難な課題でした。
　この難題に対し、工場は設備業者と連携しつつ、製品を集積
して箱に入れる新しいタイプの自動箱詰め装置の開発に着手。
さらに、包装機から自動箱詰めへの製品の流れを最適化する
「清流化」を自社で対応することで、技術的なハードルを克服し
ました。この自社開発のロボットシステムにより、作業者1名の
省人化を達成し、従来の段ボールからコストを抑えた仕様への
変更も実現。高い生産性とコスト競争力を追求し、未来のス
マート工場化を推進しています。

北海道工場

多品種対応自動化に
挑戦しています！

北海道工場 
生産技術課

八幡 柊平

鹿児島工場

殺菌工程の生産効率最大化に挑んでいます！
　鹿児島工場は、トレーパック商品のレトルト殺菌工程の生産効
率最大化に挑んでいます。この工程では、商品を「せいろ」と呼ばれ
るアルミトレーに50パックずつ積みつけ、17段に重ねて殺菌装置
に投入しますが、効率を落とさずに自動化することが課題でした。
　従来の設備業者では、既存のトレー形状を維持したまま積載
量を落とさずに自動化することは困難とされていましたが、鹿児
島工場はこれを自社で構想・設計開発したオリジナルロボットシ
ステムで実現しました。これにより、重量物である「せいろ」への
積みつけ作業の従業員の重労働を解消し、生産能力を維持した
まま効率化を達成。この革新的な自動積載装置は、今後ほかの
ラインへの展開も視野に入れ、スマート工場化を推進しています。

製造・技術部
開発機械一課
係長

数寄 竜也

茨城工場

オリジナルの自動箱詰め装置を
導入しています！
　茨城工場は、生産性向上と省人化を目指し、ロースハムや
ベーコンをスライスする真空包装ラインへの自動箱詰め装置導
入に挑んでいます。ロースハムやベーコンのスライス品は、
160gから400gと重量幅が大きく、薄い・深いなど製品形状も
多様なため、従来のロボットによる吸引式箱詰めは困難でした。
　この課題に対し、工場は設備業者と協力し、製品を集積して箱
に入れる新しいタイプの自動箱詰め装置を導入。さらに、包装機
から自動箱詰めへの製品の流れを最適化する方法を自社で開
発し、ピッチ間隔調整や分離装置導入などで技術的なハードル
を克服しました。その結果、箱詰め作業者1名の省人化を達成
し、段ボールコスト削減も実現。99%以上の高い正常入り数で
箱詰めできるようになり、スマート工場化を推進しています。

Before

出荷作業

個別パック 複数パック

After

茨城工場
生産技術部
生産技術二課

荒瀬 拓帆

品種によって分岐

手箱詰め作業 手箱詰め作業

包装

包装後の製品の流れ

出荷作業

品種によって分岐

包装

手箱詰め作業 自動箱詰め
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誠心誠意をもった信頼関係を築きながら
優位性をいかした営業活動を展開していく

　2023年度に「香薫®あらびきポーク」がKSP-POSデー

タで販売個数No.1※１になったことに続き、2024年4月

から2025年3月までのインテージSCIデータで部門別

トップシェア※2を獲得し、「年間No.1」となりました。

　こうした市場ナンバーワンの達成は、消費者や流通企

業からのプリマハムに対する認知度および信頼度が向

上した明確な証であり、量販店では店舗での陳列や販

促において重要な役割を担う「カテゴリーキャプテン」を

任される機会が増加しています。今後は、このナンバー

ワンとしての優位性を最大限にいかして営業活動を展開

しつつ、対して驕ることなく、これまで以上に誠心誠意を

持ってWin-Winの関係を築いていきます。

※１ 出典：KSP-POS 畜肉ソーセージカテゴリー 2023年4月～2024年3月計
　　　　  販売個数
※２ 出典：「インテージ SCI ハムソーベーコン焼豚市場　2024年4月～2025年
　　　　  3月計　購買金額シェア」

将来の労働力不足などを見据えながら
生産の完全自動化と効率化を推進する

　生産面では、将来の労働力不足に対応するため、AIな

ど先進技術を活用した完全自動化と効率化を中長期的

に推進しています。機械が自ら判断する自動化を多数導

入し、データ電子化により管理水準を向上させ、持続可

能な生産体制を確立することが目標です。同時に、人材

育成を強化し、個人の技術向上と人材定着による組織

活性化を目指しています。

　また、国内人口減少に伴って国内の市場縮小が予想

されるため、海外子会社設立や輸出を通してグローバル

展開を強化します。各国で認められる配合や品質基準

の研究を進め、多様な国で販売できる体制を整え、海外

市場で数量を補ってまいります。

市場シェアNo.1の優位性をいかし
変革期に対応した事業戦略を推進

専務執行役員 営業本部長

新川 裕二
営業部門での豊富な経験と
販売に関する深い知識を有
する。これまでに中部支店
長、東日本支社長を歴任し、
2021年4月に営業本部長就
任。入社以来営業職として
勤務し、数多くの取引先と
の関係を構築。

専務執行役員 生産本部長

田悟 敏弘
当社および業界に関する深
い知識を有する。生産工場
や総合企画室での勤務経験
に加え、茨城工場長を歴任。
2021年4月より生産本部長。

●茨城工場を中心とした生産性と
商品供給力の高さ

●最新の技術・設備で差別化できる
商品提供

●3部門（開発・生産・営業）の連携
●お取引先に対する提案やトップ商談
などによるお取引先との信頼関係

●スポンサー先企業を活用した販売促進
●ベンダー子会社におけるトレンドを捉え
たタイムリーに商品化できる生産体制

●独自技術による自社製造装置の開発

S  trengths 強み

●インバウンドでの外食・観光需要の
増加

●ニューノーマルな時代の市場・流通の
変化

●Eコマースを活用した販売強化　
●健康志向に応える商品需要の拡大
●海外マーケットへの展開　
●新技術等による生産工程の革新

O pportunities 機会

●海外調達品（原材料・製品）の
コストアップ
●豚の疾病による供給と相場への影響
●冷蔵品の特性上、商品の賞味期限が
短期

●Eコマースを活用した販売機会が少ない
●築年数が経過した生産工場および
老朽化した設備

W eaknesses 弱み

●急激な為替変動（円安）や原材料・原油
価格・物流費用の高騰

●需給バランス・疾病による国際的な
調達競争の激化

●同業他社とのコスト競争の激化　
●価格改定交渉の難航
●少子高齢化および生産年齢人口減少
のなかでの従業員の確保、国内需要
の弱まり

 T hreats 脅威

成長投資と
グローバル展開

競争力を高めつつ
生産能力を拡大

外部環境の変化に
対応した

収益基盤の構築

目標・KPI

多様なニーズに応えながら
健康で豊かな食生活を提供

目指す未来

事業戦略

SWOT分析

事業戦略

営業活動の強化 生産性の向上・
生産能力の拡大

生産シェア・SCI※
シェアアップ
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外部環境の変化に対応し、収益基盤を確立
　2024年度は、コスト上昇やインフレに直面し、消費者の節

約志向が高まるなど、厳しい事業環境でした。

　こうしたなかで当社の商品がハム・ソーセージカテゴリーで

年間シェア1位を獲得（前年比1.4%増）しました。キャンペーン

などのプロモーション活動を積極的に展開し、付加価値を提

供する取り組みが、お客様からの支持拡大につながりました。

さらに、ドライバーの労働時間規制への対応として、積載効率

の向上などにより、業務負荷の軽減と物流業務の効率化に取

り組みました。

　好調のスマイルUP!®シリーズは、店舗にあわせた2ブラン

ド展開が奏功し、売上げを2桁伸ばす結果となりました。

成長投資とグローバル展開
　2023年末に立ち上げたECサイト「竹岸ハム商会®」は順調

に成長し、そのインスタグラムアカウントも効果が現れてきて

います。なお、Eコマース事業は、2025年度からマーケティン

グ本部へ移管し、お客様ニーズへの迅速な対応とタイムリーな

商品開発を可能にしました。

　海外事業では、シンガポール子会社Rudi’sが、タイの協力

会社と連携し、日本の技術を取り入れた高付加価値の焼き鳥

や唐揚げなどをシンガポールへ輸入・販売する新たなルート

を確立しました。これによってグローバル展開に向けた重要

な足がかりができたことは、今後に向け大きな一歩だと捉えて

います。

競争力を高めながら、生産能力も拡大
　生産能力の拡大も幅広い領域で実行しました。昨年好調

に推移したスライスパックのロースハムの販売数量拡大に向

けても、今年は生産能力をさらに高め、十分な体制をとって

います。主力商品の「香薫®あらびきポーク」も、ラインスピー

ドを高めて生産能力を拡大し、さらなる増産も可能な体制と

しました。

　ラインの再配置にも着手し、それによりブロックベーコンの

生産能力が高まりました。コンビニ向けの焼き鳥トレーパック

は、爆発的な売れ行きに対応し、生産能力を大幅に増強しまし

た。販売の好調なサラダチキンの連パックも、同様にライン能

力を増強しました。これらの取り組みは、ムダをなくし、生産性・

作業効率を改善するPI活動※からもアプローチしています。

※ PI活動：PIはプリマ・イノベーションの略。“ムダをなくすこと”を目的に、設
備の稼動率や作業効率といった定量指標をさまざまな方法で改善する活動

売上高・営業利益推移

セグメント営業利益

79億円

売上高

3,135億円

加工食品事業

ハム・
ソーセージ 加工食品 ベンダー

前年差 億円+13

前年差 億円△32

2024

3,135

（年度）

4,000

3,000

2,000

1,000

0

200

150

100

50

0

売上高（億円） セグメント営業利益（億円）

79

2020 2021 2022 2023

3,122
177

2,933 141

102

2,856 3,007

111

価格高騰の波に対応しながら、生産能力の底上げを実現2024年度の
振り返り

事業戦略
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指します。また、東京ディズニーリゾート®をはじめとする

キャンペーンを継続・強化し、今年度は「よしもと劇場貸切公

演キャンペーン」も復活させることで、幅広い顧客層へのブラン

ド浸透を図ります。

加工食品、フードサービス事業の拡大
　成長領域として注力していくのが惣菜です。以前は精肉・鮮

魚・青果を生鮮3品としてきましたが、近年は惣菜の構成比が

高まっており、惣菜を加えた生鮮4品というカテゴリー分けが

一般化しています。こうした市場動向を踏まえ当社も今後は惣

菜領域への取り組みを強化していきます。

　2025年度に着手したのが、「フードサービス事業部」の改変

です。外食向け事業の強化に向けて組織改正を行い、外食向

け部門を2部門体制とすることで、体制を強化しました。今後

は外食分野における新規開拓を積極的に進め、事業拡大を図

ります。

グローバル展開
　シンガポール市場ではハラールフード（イスラム法において

食べることが許されている食べ物）のニーズが高く、ハラール

であることは強みのひとつとなります。一方でハラールフード

は豚肉を加工しているシンガポールの生産子会社では販売で

きないため、新たな販売体制を構築する必要があり、検討を

進めていきます。

営業活動を多角的に強化
　顧客ニーズへの迅速な対応とタイムリーな商品開発を目的に、

2025年度にマーケティング部を営業本部から独立させ、「マー

ケティング本部」を新設しました。今後は同本部が多様なデータ

を分析しながら、顧客への提案をバックアップしていきます。

　また、持続的な成長に向けて、高価格帯商品のラインアップ

の拡充にも取り組んでいきます。2027年までに戦略的な投資

を通じてグローバル展開を加速し、新たな収益源の確立を目

　また、シンガポールの生産子会社との技術面での連携を強

化していきます。日本の技術や考え方をそのまま展開するので

はなく、現地の実情に応じて展開、浸透させる取り組みを進め

ていきます。すでにタイの協力会社では、日本の商品開発の知

見を組み込んだ商品が開発されています。タイでは良質の原

料が日本より安価で手に入るうえ、生産地の近隣にはパッカー

もあるため、新鮮な原料の使用が可能となり、高品質な商品づ

くりにつながっています。

生産体制強化のための人材教育
　人材については、研修などを通じて個人の成長を後押しして

成長を実感してもらうとともに、人材教育を通じた組織活性化

も進めていきます。

　きめ細かいプログラムを組むために2024年度から始めたの

が、生産本部が主催する研修です。その内容は、マネジメント

アップデート研修（課長クラス）やネクストマネージャー研修

（係長）、プロフェッショナル研修といったもので、そこに個別

技術に関する外部および社内の研修も加わります。これらを

通し、当社にいれば自然と成長が促されるという環境を目指し

ます。

　今後は自動化が進むことによってライン管理などを担うため

の基礎的な知識が重要になります。個人の成長を通した従業

員の定着率の向上と、それによる組織活性化も意識しながら、

人材教育に取り組んでいきます。

成長投資の強化と、社内の仕組みのアップデートを実施今後に向けた
事業戦略

事業戦略

　当社は、お客様一人ひとりと直接ふれあえる機会をつくる
ため、開園当初からオフィシャルスポンサーを務めている東
京ディズニーランド®と東京ディズニーシー®でのイベント
を開催しています。また、お客様のみならずお取引先様から
も大変ご好評を得ている貸切プライベート・イブニング・パー
ティーについても、2014年度から毎年開催しており、2024
年度で11回目の実施となりました。

東京ディズニーランド®で
プライベート・イブニング・パーティーを開催

2025年10月17日に東京ディズニーランド®貸切イベントを開催予定
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国産・輸入ポーク部を新設し
各市場に特化した戦略を実践
食肉事業の収益力向上を目指し、プリマハムは従来のポーク部を
「国産ポーク部」と「輸入ポーク部」に新設・分離しました。
これによって、国内外市場に特化した戦略を推進し、販売力と収益性の強化を図ります。

　国際情勢が日々変動するなかで、輸入
ポークの安定供給は私たちの使命です。
新設された輸入ポーク部として、北米に加
えメキシコ、EUなど新たな産地の開拓に全
力で取り組んでいます。伊藤忠グループと
の連携を一層深めながら、一人ひとりが相
場分析力や商品知識を高め、世界中のサプライヤーと強固な信
頼関係を築き上げていきます。また、高品質で競争力のある輸入
ポークを安定供給し、プリマハムの食肉事業をさらに力強く成長
させるためにも、日々挑戦し続けます！

競争力のある
輸入ポークの安定供給を目指す

● 多様な調達先の確保と強化
● 収益性の徹底管理と改善
● 市場動向への積極的な対応
● 販売数量と収益率の向上
● 在庫・ロス管理の最適化

輸入ポーク部
輸入ポーク第一課 係長

山田 俊太

　国産ポーク部第二課は、これまで連携が
困難だった農場・加工場といった生産事業
（川上・川中）と販売事業（川下）をつなぎ、
国産豚肉事業全体の最適化を推進する役
割を担います。現在も、毎月の「製販一体会
議」や「需給報告会議」を通じて、現場の状
況を把握・協議し、全社の収益向上に向けた方針を立案していま
す。私自身も養豚現場での実体験やセミナーを通じて知識を深
め、机上では見えない課題を肌で感じることで、得た知見を事業
全体の競争力強化にいかしています。

“川上から川下まで”をつなぎ、
製販一体を強化する

● 生産から販売までの一貫体制強化
● 生産性の向上と安定供給
● オリジナルブランドの育成
● サステナビリティ経営の推進

国産ポーク部
国産ポーク第二課

慶留間 広亮

食肉事業

輸入豚肉 輸入ポーク部国内産豚肉 国産ポーク部

事業戦略

食肉事業の収益基盤強化に向けて

　食肉事業は、過去約10年間、売上げと営業利益が伸

び悩んでおり、販売数量と収益率の向上が喫緊の課題

でした。また、日本の人口減少や少子高齢化といった市

場環境の変化への対応も図っていく必要があります。

そこで、食肉事業全体の強化を図り、持続的な成長を

追求するため、新たに「国産ポーク部」と「輸入ポーク

部」を新設しました。

　「国産ポーク部」は、自社グループ農場での生産、加工、

物流、販売にいたる「川上から川下」までの一貫体制を

強化し、豚一頭あたりの利益最大化を目指します。2023

年度に本格稼動した宮城農場の生産販売計画が順調に

推移しているほか、アウトパックや輸出、内臓利用の拡大

を通じ、グループ全体の収益の拡大を図っていきます。

　一方、「輸入ポーク部」は、北米産に次ぐメキシコ産や

EU産の新ブランドを立ち上げ、多様な調達先を確保

し、バランス調達を推進することで、価格変動や疾病リ

スクに強いサプライチェーンを構築します。

　この新体制のもと、さらに消費者のニーズにあわせた

商品開発と販路拡大にも注力することで、食肉事業を

“ネクストレベル”へと引き上げ、持続的な成長を目指し

ています。

食肉事業本部
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事業戦略

6年後の「100周年」からバックキャストし、
“持続的に成長する事業”へと進化させる

　ここ数年、食肉事業は海外畜肉相場の高騰や為替相場の変動に引き続き直面しており、加えて猛

暑による生産性低下、国産豚肉価格の激しい変動が販売活動に影響をおよぼすなど、依然として厳

しい事業環境が継続しました。消費者の購買行動においても牛肉から豚肉、そして豚肉から鶏肉へ

と変化が生じ、流通業界でも売場や商品の見直しが進められるなど、市場の多様な変化に対応する

必要性が高まっています。

　このような逆境のなかにおいても、当社の食肉事業は総じて販売数量を増加させ、売上高は前期

比6.3%増の1,442億円を達成し、1,400億円台に乗せることができました。営業利益についても前

期比42.8%増の12億円と大幅に伸長し、着実に伸ばすことができています。

　さらなる成長と収益性向上を目指し、2025年度には売上高1,450億円、営業利益24億円、営業

利益率1.7%を目標に掲げています。この目標達成のため、現在、構造改革と戦略的投資を推進して

いるところです。

　当社は、2031年に創業100周年を迎えます。その“あるべき姿”からバックキャストし、食肉事業

を持続的に成長させていきます。

経営基盤強化と収益力向上によって
食肉事業の拡大を実現

専務執行役員 食肉事業本部長

網野 真
総合商社および当社食肉部門での豊富な経験と
深い知識を有する。2021年4月に食肉生産事業
部長に就任。2023年4月より食肉事業本部長。

●全国各地に国産豚肉
インテグレーションを保有

●海外一貫生産サプライヤーとの関係
●加工食品トップシェア
●全国の量販店への販売網
●少数精鋭の営業体制による
高い生産性

●自社ECサイト保有

S  trengths 強み

●伊藤忠グループとの協業
●AI活用による生産性の向上
●インバウンド需要の高まり
●アニマルウェルフェアによる
消費者意識の変化

●健康意識の高まりによる
食肉需要向上

●人手不足による客先需要の変化

O pportunities 機会

●牛、鶏の製造拠点を有していない
●海外食肉事業、自社拠点が少数
●販売ポートフォリオに偏り
●販売網、物流網が限定的
●従業員の年齢層に偏り

W eaknesses 弱み

●金融環境変化による収益性重視の
潮流

●国内農業従事人口の減少
●家畜伝染性疾病の拡大
●トランプ関税等による
国際マーケットの変化

●円安長期化による購買競争力の低下
●物価上昇に伴う節約志向の上昇

 T hreats 脅威

目標・KPI

食肉に関する
“高付加価値な提案”をする企業へ

目指す未来

SWOT分析

事業戦略

出荷頭数の
向上

販売数量の
拡大

新規調達先の
拡大・深耕

事故率の
低減

営業力の
強化

商品力の
強化

国産豚
生産事業の
強化

持続可能な
経営基盤の
強化と

グループ経営の
強化
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営業力・商品力の強化
　当社の強みである輸入豚肉の領域では、伊藤忠グループの

カナダ産ハイライフポークを中心に新規商品提案と積極的な

販売によって数量を大幅に伸ばし、国産豚でもオリジナルブ

ランドである「恵味の黒豚®」が計画を上回る実績を達成しま

した。

　牛肉は生活防衛意識の高まりや北米の干ばつによる肥育規

模減少、円安進行などの影響で厳しい状況が続くなか、2024

年度は前年並みの販売数量を維持し、特に「秋田牛ブランド」

やオーストラリア産「ライムストーンコーストブラックアンガス

ビーフ」は前年を上回りました。

　不安定な為替環境のなか、鶏肉の需要が増加し、オリジナル

ブランドのタイ産「米どり」は数量を大幅に伸ばしました。組織

面では商品提案会や収益改善のためのギャップ対策ミー

ティングを継続実施し営業事業部と商品事業部の連携強化を

図り、継続して取り組んでいます。

国産豚生産事業の強化
　国産豚肉生産事業の改善は、複数年単位での大掛かりなプ

ロジェクトとして位置づけており、成果の発現には時間を要し

ます。しかし、飼料価格の高止まりが続く厳しい環境下におい

ても、相場の堅調な推移により利益は前年を上回る結果とな

りました。既存農場では生産性向上と品質向上に取り組み、出

荷頭数の拡大を実現しています。昨年夏の猛暑により増体や

種つけに影響が生じましたが、今年度は改善策を講じていき

ます。

　また、アニマルウェルフェアの取り組みとして、2024年7月

に「プリマハムグループアニマルウェルフェアポリシー」を制定

しました。WOAH（国際獣疫事務局）の指針に沿った自社基準

の運用を推進し、動物の福祉向上に努めています。（有）肉質

研究牧場の黒豚繁殖農場では、妊娠豚の行動制限をなくしス

トレス軽減を図るフリーストール方式を導入しています。今後

新設する豚舎においても、このような動物福祉に配慮した飼養

システムの導入を検討し

ていきます。

売上高・営業利益推移

セグメント営業利益

12億円

売上高

1,442億円

食肉事業

食肉販売 養豚事業

前年差 億円+85

前年差 億円+4

2024

1,442

（年度）

1,500

1,000
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0
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0

▲10

売上高（億円） セグメント営業利益（億円）

12

2020 2021 2022 2023

1,356361,378

13

▲2

1,347 1,296

8

各ブランドで拡販を達成するとともに、国産豚の生産力を強化2024年度の
振り返り

事業戦略
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域で規模が縮小している農場を肥育農場として再整備・拡充し

ていきます。

　また、調達面ではハイライフポークの継続・拡大と併せ、北

米において新たな核となるサプライヤーの育成を進めます。

　牛肉は、販売数量の拡大が最重要課題です。和牛について

は、用途に応じた部位別販売を推進し、販売機会の拡大を図

ります。輸入牛肉では、アメリカ産牛肉の高価格化を受け、当

社の強みであるオーストラリア産牛肉を北米産の代替商品と

して積極的に提案します。具体的には、20年間の実績を持つ

高級ラインの「味わい葡萄牛®」に加え、「ライムストーンコース

トブラックアンガスビーフ」を戦略的に展開し、輸入牛肉の販

売量増加を目指します。

　鶏肉は、引き続き販売数量の拡大を図りつつ、利益率向上

を目指した商品開発を推進します。

　営業力強化については、事業部長による若手社員向けの営

業手法講義などを通じて営業プロセスの標準化を進め、組織

全体の営業力向上を図っていきます。

業務効率と機能強化のため組織改編
　当社の豚肉事業は川上事業を抱えているため、ひとつの部

門で国産と輸入の両方を管理することにはさまざまな課題が

生じていました。そこで組織改革の一環として、従来のポーク

部を「国産ポーク部」と「輸入ポーク部」に分離しました。この

営業力・商品力の強化
　今後も豚・牛・鶏の3領域それぞれで戦略的な施策を実施し、

持続的な成長を図っていきます。

　豚肉は、地球温暖化による夏の猛暑の影響を受けて生産数

量が伸び悩む厳しい状況が続いていますが、全社一丸となっ

て課題解決に取り組みます。まず、需要の変動に応じた販売タ

イミングと価格設定を慎重に見極めることで収益拡大を図り

ます。つぎに生産面では、生産頭数の増加と持続的な調達体

制の構築を目指し、比較的暑さが穏やかな東北地域に着目し

ています。既存農場を繁殖農場として活用するとともに、同地

組織再編によって業務効率の改善と各課の専門機能強化を実

現します。

　国産ポーク部第二課は、国産豚肉の生産からと畜加工まで

の事業管理を一元的に担います。養豚事業の方針策定と管理

体制の強化を通じて生産効率を改善し、川上事業全体の収益

向上を図っていきます。

　また、輸入ポーク部第二課は、ハム・ソーセージ原料の調達

力強化を重点的に取り組みます。新たな産地の開拓や革新的

な原料の開発・提案を担うとともに、加工用原料とテーブル

ミートを一体的に調達することで交渉力を高め、原料調達の

効率化を実現します。

持続可能な経営基盤の強化と
グループ経営の強化
　深刻化する物流問題に伴う保管料と運搬費の値上げに対し

ては、従来とは異なる視点から対応策や改善策を模索してい

きます。ITと人材面の強化にも継続的に注力し、多角的なアプ

ローチで課題解決を図ります。

　30～40代の従業員の空洞化や若手退職者の増加という課
題に対しては、定型業務のシステム化による業務効率の改善

と、働きがいの向上につながる施策の検討・拡充を進めます。

これによって職場環境の改善と人材の定着を図っていきます。

競争力を高め、食肉事業の“新しいカタチ”を創造今後に向けた
事業戦略

事業戦略

プリマハムグループの食肉ブランド

豚肉

牛肉

鶏肉
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人材の確保

ビジョン・戦略の共有

ダイバーシティ＆
インクルージョン

働きがいの向上

次世代人材の育成

0

20%

40%

60%

80%

100%

3％良化 3％良化

0

20%

40%

60%

80%

100%

6％良化
5％良化

人材戦略

人材強化に向けた目標と取り組み

従業員が自ら考え、行動する
“自律共創型マネジメント”を目指して
　プリマハムは、従業員一人ひとりが働きがいを感じ、その
能力を最大限発揮できる環境づくりに注力しています。その
一環として、会社ビジョンや戦略への理解、共感度の向上を
促す「働きがい改革推進プロジェクト」を2020年に発足しま
した。2024年度に同プロジェクトの目標数値をクリアし、プ
ロジェクトは解散しましたが、引き続き、社内ポータルでの経
営層メッセージの発信や朝礼などを通じ、従業員の積極的な
行動を促し、継続的なエンゲージメント向上に努めています。
　一方で、人材課題も明確です。2000年代半ばの採用抑制
で生じた30～40代のいわゆる“谷間世代”の不足に加え、特
に生産技術・IT人材の確保が喫緊の課題です。キャリア採用
を強化するとともに、内定辞退の理由に転勤があることを踏

まえ、来年度からは勤務地限定の従業員も管理職を目指せる
制度を導入し、多様なキャリアパスを提供します。
　また、グローバル化への対応では、北米への語学留学制度
を強化し、国際的視野を持つ人材を育成しています。また、
社外のアプリを利用できる環境を整えています。
　さらに、人材教育でも階層別教育などを通じて、従業員が
自ら考え、行動する“自律共創型マネジメント”を確立し、多
様な人材が安心して活
躍できる環境を整備す
ることで、プリマハムの
持続的な成長を実現し
てまいります。

●  プリマハムグループの方針や戦略、各部
署の方針などへの理解が不十分

●  方針発表会の開催
●  イントラを通じた情報発信

●  業績低迷期の影響で中堅従業員が少ない
●  生産技術を担うエンジニア、DXを推進す
るIT人材が必要

●  採用条件の改善
●  学生向けの職場体験を改善
●  ファミリーデーの実施

●  人事制度の改善
●  女性活躍の推進

●  従業員エンゲージメント調査
●  動画作業マニュアルツール導入

●  人材育成プログラムの強化
●  海外留学制度の強化
●  学習サービスを提供
●  ジョブローテーションの活性化

●  業界全体で女性従業員や女性管理職が
少ない

●  第1回（2019年度）の従業員エンゲージ
メント調査の結果が相対的に低かった

●  次世代のリーダーの育成が必要 
●  優秀な人材教育の強化 
●  キャリアデザインを描けるようになること
が必要

課題 目標 おもな取り組み

従業員エンゲージメント

管理本部 人事部長

佐藤 仁

プリマハムは、仕事のおもしろさや達成感などを感じてもらえる
ように、2020年に「働きがい改革推進プロジェクト」を発足し、
同プロジェクトが中心となって職場での課題整理や従業員エン
ゲージメントの目標設定をしてきました。2024年度調査では、
第1回（2019年度）よりも「従業員エンゲージメント」が6ポイン
ト、「従業員をいかす環境」は11ポイント改善しました。

プロジェクトを推進し  
従業員エンゲージメントを向上

当社は、従業員の多様な働き方を支援し
ています。その一環として、「品川本社ファ
ミリーデー」は従業員自身にライフプラン
を考えてもらうことを目的として2024年
度に初めて開催しました。特に、育児中
のパパママ従業員のご家族に当社をより
深く知っていただくことでワークライフバ
ランスの向上につなげます。男性の育児
休業取得促進や女性管理職比率向上と
いった取り組みとも連携し、全従業員が
キャリアを継続しながら、充実した家庭
生活も送れる企業文化の醸成に努めて
います。

ライフプランを考えるきっかけに！
「ファミリーデー」を開催

（年度）2019

49%

2022

52%

2024

55%

従業員をいかす環境

（年度）2019

40%

2022

46%

2024

51%
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人材戦略

当社は、将来を担う優秀な人材の確保に向け、
就職活動を控える学生向けのインターンシップ
プログラム（オープンカンパニー）を刷新し、学生
との接点強化を図っています。営業・管理系で
は複数回の対面機会を設け、本社見学や模擬商
談、食肉事業体験を提供しています。特に不足し
ている技術系人材に対しては、オープンカンパ
ニーでは自社開発の機械やプログラミング、自
動搬送ロボットの実演を通じて、「プリマハムは
機械を製作する能力や機会がある」という魅力
を積極的にアピールし、理系学生の活躍の場を
伝えています。

「職場体験」を実施して
未来を担う学生との接点を強化

2024年1月にプリマハムからアイクレスト・インターナ
ショナルに派遣された片野昂樹は、TOEICで総得点で
100点、SSTで2レベル向上という成果を上げました
片野昂樹（右の写真は中央が本人）

インターンシップを積極的に展開し、学生との接点を強化

動画マニュアルにすることで、紙では伝えにくい「動き」や「ニュ
アンス」もマニュアル化が可能となり、教育水準が向上

グローバル人材を育成するため
留学制度を再開

作業現場の安全教育水準向上と多様な人材の
円滑な育成のため、当社では「クラウド動画シス
テム」を導入しました。これは、紙マニュアルで
は伝えにくい「動き」や「ニュアンス」を、スマホで
撮影するだけで動画化できる画期的なシステム
です。100カ国語以上に対応する自動翻訳も搭
載しているため、外国人従業員の理解度を飛躍
的に向上させ、指導者の負担も軽減され、安全
の水準も高まりました。教育の質の標準化が図
られ、生産性の向上に貢献しており、今後労働
災害の削減にもつなげていきます。

動画マニュアルを活用して
安全教育水準を向上

当社は、従業員一人ひとりの持続的成長と組織
全体の強化のため、階層別教育プログラムを体
系的に実施しています。マネージャー層向けには、
意思決定の質向上と戦略推進力強化を目的とし、
自律的なマネジメントを確立します。中堅社員向
けには、主体的な課題形成に必要な「ワーキング
アイデンティティ」の概念と重要性を学ぶ機会を
提供し、職務遂行の質向上を図ります。研修は
ケース演習やグループ討議で実践的に学び、自己
内省を促し、従業員が自身の役割や使命を意識
し、仕事への意欲を高めるよう支援しています。

階層別プログラムで
自律的成長を支援

次期主管者研修
● 事業戦略

● アカウンティング
事業業績を向上させ
改革を成し遂げる

責任ある立場で
業務を遂行できる

重要なプロジェクトに
参画できる

実務で
高い実績を上げる

新任管理者研修
● マネジメント

新任係長研修
● 問題解決

● マネジメント基礎

若手・中堅向け研修
● ロジカルシンキング

● 企画提案

入社3年目研修

入社2年目研修

新入社員研修

グローバル化に対応できる人材の育成は当社の
重要な課題です。そこでコロナ禍で中止していた
北米への語学留学制度を再開し、従来よりも強
化しています。本プログラムは、語学力向上に加
え、現地でのクラブ活動やボランティア、ビジネス
分析など多様な体験を通じ、国際的な視野と知

見を深めることを目指します。また、派遣前後に
はTOEIC・SST試験で効果を測定しています。当
社は、この制度を通じて、語学力と異文化理解を
兼ね備えたグローバル人材の輩出に注力し、将
来の海外事業展開を力強く推進していきます。
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答申諮問

取締役会

サステナビリティ委員会

委員長：代表取締役社長 社長執行役員
メンバー：執行役員、主管者
事務局：サステナビリティ推進部

品質安全会議

品質・
開発分科会

連携

環境委員会

環境分科会

連携

加工原料会議

調達分科会

連携

人事委員会

人材分科会

連携

コンプライアンス
委員会

コンプライアンス
分科会

連携

情報セキュリティ
委員会

ガバナンス
分科会

連携

連携

サステナビリティ推進のあゆみ サステナビリティマネジメント体制

2020年09月 重要課題(マテリアリティ)の特定

2021年10月 サステナビリティ基本方針の制定

2021年11月 サステナビリティ委員会の設置

2022年08月 重要課題に関する目標・KPI設定

2022年12月 TCFD提言に基づき情報を開示

2023年03月 アクションプラン設定

2023年09月
 「プリマハムグループ人権方針」

 「プリマハムグループ調達方針」の制定

 「プリマハムグループサプライヤー行動規範」の制定

2024年04月
 重要課題に「水使用量の削減」「プラスチック使用量の削減」

 「生物多様性の保全」の３つの課題を追加
 「プリマハムグループ環境方針」の改定

2024年07月 「プリマハムグループアニマルウェルフェアポリシー」の制定

2025年04月 TNFD提言に基づき情報を開示

2020年9月に10項目の重要課題（マテリアリティ）を特定し

た後、その後の社会情勢や事業環境の変化を踏まえ、3項目を

追加し、現在は全13項目について目標・KPIを定め、その達成

に向けたアクションプランに取り組んでいます。

取り組みの状況は、サステナビリティ委員会で確認し、

PDCAサイクルを回しながら取り組みを進めていきます。

プリマハムグループは、持続的な成長を通じて持続可能な社

会の実現に貢献するという考えのもと、事業活動に取り組んで

います。

2020年9月には、中長期的な視点で当社グループの成長へ

の影響が大きいリスク・機会を把握、分析し、経営戦略とともに

優先的に取り組むべき重要課題（マテリアリティ）を特定。また、

2021年10月にはサステナビリティ推進の根幹となる「サステ

ナビリティ基本方針」を定め、持続的な成長を図っています。

当社グループの中長期的な企業価値向上を図るため、2021

年11月に「サステナビリティ委員会」を設置しました。同委員会

は、取締役会の任意の諮問機関として、取締役会からの諮問を

受けて重要課題（マテリアリティ）の解決に向けた目標の設定、

活動計画の策定、その進捗状況の確認とともに、重要課題（マ

テリアリティ）を適宜見直します。また、本委員会の主要な諮問

事項は定期的に取締役会に答申します。

なお、本委員会は代表取締役社長を委員長とし、メンバーは

役員、主管者によって構成され、同委員会の管下には6つの分

科会が設置されています。

プリマハムグループのサステナビリティ

基本的な考え方 推進体制 重要課題（マテリアリティ）

重要課題（マテリアリティ）特定のプロセス
https://www.primaham.co.jp/sustainability/process.html

サステナビリティ基本方針
https://www.primaham.co.jp/sustainability/policy.html

WEB

WEB
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重要課題（マテリアリティ）への取り組み

カテゴリー 重要課題 目標・KPI 2024年度のおもな進捗実績

● 公正、透明、自由な競争ならびに適正な取引の遂行
● 従業員一人ひとりのコンプライアンス意識のさらなる醸成に向けた取り組みを推進
● ステークホルダーへの適切な情報開示とESG評価機関の評価向上
● TCFD提言およびTNFD提言に沿った情報開示による開示拡充

● 2030年度までに管理職に占める女性比率10％
　※対象はプリマハム(株)の社員

● 従業員および家族が心と体も健康で、充実した生活をおくれるよう、健康維持・健康
増進の活動を推進

● 2030年度までに主要な生産工場および農場における食品安全マネジメントシステム
導入率100％

● 健康配慮型商品のラインアップ拡充

● 2030年度までに温室効果ガス排出量24.3％削減（2021年度比）
　※海外拠点・豚生体由来は除く

● 2030年度までに廃棄物排出量（廃プラスチック・食品廃棄物）5%削減（2021年度比）
　※製造数量あたりの原単位
● リサイクル率（食品廃棄物）98％以上　※排出量ベース

● 安定的な原材料調達に向けた調達方針の決定

● 重要一次食肉サプライヤーの自主監査実施率100％

● 国際基準（WOAHコード）に沿った自社養豚事業の飼養管理実施

● アニマルウェルフェアに配慮した原材料調達

● 2030年度までに年次有給休暇取得率90％、年間実総労働時間の削減
　※対象はプリマハム(株)の全従業員

● 2030年度までに男性育休取得率100％、女性採用比率40％以上
　※男性育休取得率は5日以上で取得としてカウント　※対象はプリマハム(株)の社員

● 2030年度までに人権に関する従業員教育実施率100％、人権デューデリジェンスの
実施（年1回）　 ※対象は全グループ会社

● 2030年度までに障がい者雇用率2.7%の達成　※対象はプリマハム(株)（特例子会
社を含む）

食の安全・安心の確保

健康に配慮した商品の提案

温室効果ガス排出量の抑制（Scope1,2）

廃棄物排出量の削減

持続可能な原材料調達の実現

アニマルウェルフェアへの対応

多様な働き方の尊重、推進

優秀な人材の雇用と育成

心身の健康に配慮した労働安全衛生

コーポレートガバナンスの強化

健康で豊かな
食生活を創造する

地球環境の保全に
貢献する

サプライチェーン・
マネジメントを
強化する

働きがいのある
職場環境をつくる

経営基盤を
強化する

● 食品安全マネジメントシステム導入率93%

● 機能性表示食品2品発売

● 温室効果ガス排出量22％削減（135,000トン-CO2e）

● TNFD提言への賛同および初回レポートの開示

● 水使用量5.0％増加（16.0m3/トン）

● 廃プラスチック4.3%削減（33.1kg/トン）
● 食品廃棄物4.7％削減（66.2kg/トン）
● リサイクル率（食品廃棄物）96.7%

● 年次有給休暇取得率67％

● 男性育休取得率60.6％
● 女性採用比率36％（2025年度入社実績）

● 障がい者雇用率2.5％

● 管理職に占める女性比率6.0％

● プリマハムグループサプライヤー行動規範を制定
　（2024年4月）
● サプライヤー調査を実施

● プリマハムグループアニマルウェルフェアポリシーを
　制定（2024年7月）

● 2030年度までに水使用量3％削減（2021年度比）
　※製造数量あたりの原単位水使用量の削減

● 包装資材に用いるプラスチック使用量削減プラスチック使用量の削減

● 温室効果ガス、水使用量、廃棄物等の削減の取り組みを通じ、生物多様性への負荷を
軽減

生物多様性の保全

P.34

P.35

P.38

P.39

P.40
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商品開発部 第一課 係長
（※現在は基礎研究所に所属）

山本 俊佑

商品企画部 第一課

髙畠 沙緒里

サステナビリティ戦略

健康で豊かな食生活を創造する

　開発分科会は、重要課題である「健康に配慮した商品の提

案」に焦点を当て、糖質ゼロ、減塩、高たんぱく、機能性・栄養

強化の4つのテーマに基づき健康配慮型商品を開発するとと

もに、自社基準を満たす商品には「プリマヘルシー®」のロゴ

マークをつけています。特に、糖質ゼロ・塩分30%カットのロー

スハムやベーコンを展開し、業界トップ水準の減塩率を実現し

ました。また、2022年度には国内初の糖質ゼロドライソーセー

ジ「糖質ゼロひとくちカルパス」が第52回食品産業技術功労賞

を受賞しています。

　環境配慮型商品の開発にも力を入れており、超高圧処理

（HPP)技術を活用して賞味期限の延長を図っています。「香薫®

あらびきポークウインナー」のパッケージは2022年に巾着用金

テープを100%削減し、加えて、パッケージの縮小化に取り組み、

2024年9月からはプラスチック使用量を2022年3月比で38.5％

削減、年間約2,200トンのCO2排出量の削減を図りました。

　そして2025年春には、初の機能性表示食品としてGABA※

配合の「サラダチキンバー トマト」とMCT※配合の「サラダチ

キンバー ジンジャー」の2品を発売しています。また、将来的な

動物性たんぱく質の供給不足に対応するため、植物由来の次

世代たんぱく質の基礎研究や、大学との共同研究も進め、健康

配慮型商品の開発を継続する方針です。

　今後も、「引き算型」（塩分量削減技術など）と「足し算型」

（たんぱく質や機能性成分強化）の双方の観点からイノベー

ションを追求しながら新商品を開発していきます。

当社初の機能性表示食品の開発は、社内に知見が全くな
い状態からのスタートでした。そこで、展示会や外部セミ
ナーなどで知識を蓄積したほか、社内勉強会を開催して関
連部署全体の知見向上に努めました。品質保証本部や基
礎研究所、商品開発部との連携があったからこそ実現でき
たプロジェクトだと思っています。
機能性表示食品の企画には、加熱しても機能性関与成分

の効果を維持することや、風味や食感への影響を抑えるこ
となど、従来商品にはない特有の課題がありました。また、
パッケージデザインでは、保健機能を適切に訴求し誤認を
防ぐため、品質保証本部と密に連携し、商品の良さを正確
に伝えることを心がけました。
パッケージに書かれた魅力的な「機能」に惹かれて手に
取っていただき、食べたときの「おいしさ」によって愛される
商品をつくることが私の目標です。今後もお客様のニーズ
に合わせた商品企画・開発を進めていきます。

“未知の分野”への挑戦でしたが
チーム力によって実現しました

初の機能性表示食品として
GABA配合の商品を発売

商品企画部が市場分析から立案したコンセプトをもと
に、商品開発部では、配合や製法の設計、コスト試算、工場
と連携した安定した生産体制の構築などに取り組んでいま
す。今回の機能性表示食品の開発でも、機能性成分を均一
に分散させること、賞味期限まで有効成分量を確保するこ
と、そして適切な工場管理体制を構築することが重要な課
題でした。
特に困難だったのは、機能性成分が物性や風味に悪影

響を与える場合があることでした。そのため、試作段階で
は何度も加熱後の風味確認や五感を使った品質評価を繰
り返し、お客様に喜んでいただける商品を目指しました。
現在、日本の市場では機能性表示食品がサプリメントか

らさまざまな加工食品に展開されていますが、これはお客
様の健康への意識が高まってきた証だと思います。当社の
機能性表示食品である「サラダチキンバー」も、お客様の
ニーズにお応えしているものと自負しています。

お客様の健康課題に寄り添う
商品や技術を開発していきます

関連部署と連携 品質評価の様子

※ GABA：γ-アミノ酪酸（gamma-aminobutyric acid）のことで、抑制性の
神経伝達物質。血圧低減やストレス緩和などに効果がある。

※ MCT：中鎖脂肪酸（Medium Chain Triglycerides）のことで、食用油の一
種。体脂肪の燃焼に効果がある。
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製造・技術部
製造・施設課長

小池 真条

サステナビリティ戦略

地球環境の保全に貢献する

茨城工場で調達電力の全量を
再生可能エネルギー由来に切り替え

環境分科会のメンバーとして、生産本部のCO2
排出目標および削減目標が達成できるよう、再エネ
電力の購入比率の提案や再生可能エネルギーの採
用提案などを実施しています。また、各工場のCO2
排出量と削減量のほか、省エネに関する取り組みの
進捗を毎月関係部署へ配信・共有しています。
目標達成のために、各工場に省エネ改善活動な

どのCO2削減に取り組んでいますが、CO2削減の効
果は小さく、数年前から再生可能エネルギーとし
て、自家消費型の太陽光発電システムの導入も推
進しています。一方で、今後の目標達成に向けては、
さまざまな対策を検討していく必要があると考えて
います。
環境分科会の取り組みを通じて、当社グループの

従業員が想像以上にサステナビリティへの関心が
高く、環境だけでなく、社会的な視点からも持続可
能性を捉えられている点が印象的でした。
省エネ技術は日々進化していますので、最新の省

エネ技術や設備に関する情報収集を怠らず、各工
場の状況にあわせて積極的
に導入を検討していきたい
です。

最新の省エネ情報を集めて
積極的に各工場に提案していきます

三重工場の自然冷媒冷凍機 プリマ食品（株）の屋上に設置された
太陽光パネル

香薫®の生産過程で発生する「燻製チップ」を高菜生産に再利用

鹿児島工場で生産している香薫®あらびきポークの生産過程で
月間約3トン発生する燻製チップかすを活用するため、地元のリサ
イクル業者である（株）新興エコ様と連携し、同社が運営する農場
で高菜生産の堆肥として再利用する取り組みを開始しました。生
産された高菜は、地元の漬物業者によって加工され、その後、地域
の小売店で販売されています。この取り組みによって、当社グルー
プは重要課題（マテリアリティ）のひとつである廃棄物排出量の削
減に取り組むとともに、資源循環社会の構築に貢献していきます。

環境分科会は、2024年度も年3回開催し、重要課題である

「温室効果ガス排出量の抑制」「廃棄物排出量の削減」「水使用

量の削減」「プラスチック使用量の削減」「生物多様性の保全」

の目標達成に向けて協議を重ねています。

温室効果ガス排出量の削減対策では、設備投資の費用対効

果や技術的な課題も考慮しながら、無駄なく確実に成果を出せ

るよう優先順位をつけて計画的に実施しています。直近では、工

場の冷蔵・冷凍設備を順次更新し、脱フロン化も図っています。

2024年度は茨城工場で調達電力を再生可能エネルギー由

来に切り替えたほか、主力工場においても順次導入を進めて

います。また、グループ内で最大の電力消費工場のプライムデ

リカ（株）では太陽光発電設備（PPA）などの導入によって、再

生可能エネルギー利用率約40%を実現しています。

廃棄物排出量については、製造原単位で削減目標を定め、

事業拡大と両立可能な形で対策を推進しています。食品廃棄

物に対しては各工場での自主的な環境マネジメントの仕組み

の整備が進んでおり、グループ内生産拠点の41.9％が国際規

格ISO 14001や環境省による規格であるエコアクション21の

認証を取得しています（2025年4月現在）。また、廃棄物のリ

サイクル化を強化するために、新たな技術を取り入れた施策も

一部試験的に実施しており、グループ全体への展開を視野に

検証を進めています。

今後は、2030年度の目標達成に向けて、再生可能エネルギー

導入のさらなる加速や、廃棄物リサイクルにおける新技術の検

証など、長期的な視点でPDCAサイクルを継続的に回しながら、

グループ一丸となって環境課題の解決に邁進していきます。
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188,700 183,500 

2021 2024

242,400 

53,100

172,800

15,800

38,100

134,800 130,800

基準年 削減目標実績

16,500

サステナビリティ戦略

気候変動への対応（TCFD提言への取り組み）

2030 2035 （年度)

（トン-CO2e）

150,200

温室効果ガス排出量（Scope1、2）の削減目標

　気候変動問題は世界全体で取り組むべき喫緊の課題であり、プリマハムグループにおいても事業や戦略に
大きな影響をおよぼす重要課題と認識しています。
　そこで当社グループは、G20の要請を受けて金融安定理事会（FSB）によって設立されたTCFD（気候関連財務
情報開示タスクフォース：Task Force on Climate-related Financial Disclosures）の提言に2022年9月に賛同
し、2022年度から TCFD提言が示す４つの観点（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）に沿った情報開示
に取り組んでいます。

TCFD提言に基づく情報開示
https://www.primaham.co.jp/
sustainability/assets/pdf/data/
tcfdreport2025.pdf

WEB

TCFDへの賛同

　プリマハム（株）は、取締役会の任意の諮問機関としてサステナビリティ委員会を設置しています。本委員会
は、気候変動問題への対応などの重要課題（マテリアリティ）の解決に向けた目標設定、活動計画の策定、その
進捗状況を確認し、その内容を取締役会へ報告します。
　2024年度は3回の委員会を開催し、外部環境の変化や外部有識者の意見および現在までの気候変動にか
かるシナリオ分析の結果を踏まえ、気候変動リスク・機会の見直しを実施しました。
　また、2024年度から2025年度にかけて、サステナビリティ委員会において温室効果ガス削減目標の追加設
定について議論を重ね、2035年目標を新たに設定することを2025年7月の取締役会で決定しました。

ガバナンス

　サステナビリティ委員会は、プリマハムグループを取り巻く気候変動に係るリスクや機会について協議し、取
締役会へ報告します。これを受けて、取締役会はリスク懸念事象について審議し、当社グループの環境課題へ
の対応方針や実行計画などを決定していきます。
　また、リスク懸念事象は、当社グループの事業や業績などに影響を与える全社のリスクであるとの認識を深
めます。なお、決定された事項については、サステナビリティ委員会および分科会で具体的なアクションに落と
し込んでいきます。

リスク管理

　プリマハムグループは、「温室効果ガス排出量の抑制」を重要課題（マテリアリティ）のひとつとして位置づけ
ており、従来の2030年目標に加えて、2025年2月18日に閣議決定された日本政府の2035年度目標「2013年
度比60%（年率2.7％）削減」にあわせて、当社も同一の削減率で2035年度目標「2021年度比38％（年率
2.7%、150,200トン-CO2e）削減」を追加で設定しました（Scope1、2が対象）。また、これまで対象範囲は海外・
豚生体由来は除外していましたが、それらも含めた連結ベース全体の削減目標としました。
　2024年度は、再生可能エネルギー由来の電力調達の拡大やフロン対策投資の効果などにより、温室効果ガ
ス排出量は前年度比9.9％の削減となりました。また、連結ベースの算定も進めており、今後はバリュー
チェーン全体での温室効果ガス削減に取り組んでいきます。

指標と目標

　プリマハムグループの中期経営計画において、「脱炭素・循
環型社会の実現に向けた取り組み推進」を掲げており、サス
テナビリティ委員会や各分科会での活動を通じて気候変動
問題に対し全社的な取り組みを進めています。当社グループ
への影響が想定されるリスク・機会をベースに、気候変動に
よって想定されるさまざまな事象についてシナリオ分析を行
い、財務的なインパクトをシミュレーションしたうえで、対応
策を検討し実行しています。
　シナリオ分析の詳細については、当社Webサイト上の
「TCFD提言に基づく情報開示」をご参照ください。

戦略 Scope1,2（除く海外・豚生体由来）
豚生体由来
海外

追加目標

38%
削減現行目標

24.3%
削減
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生物多様性（TNFD提言に基づく情報開示）
https://www.primaham.co.jp/sustainability/environment/tnfd.html

WEB

サステナビリティ戦略

生物多様性への取り組み（TNFD提言に基づく情報開示）

特定したリスクと対応策

特定した機会と対応策

　自然関連の評価では、バリューチェーンと事業地域における自然との関係性を考慮することが重要です。当
社Webサイトに開示している「TNFD提言に基づく情報開示」では、TNFDが推奨するLEAPアプローチ※に
沿って、バリューチェーンと事業地域における自然関連分析をし、そこから波及するリスクと機会を検討しまし
た。自然関連分析の対象は、おもに以下2つの理由から豚肉に関連するバリューチェーンを選定しました。
● 当社グループ事業における原材料構成比が高く、相対的に事業を介した自然への依存と影響が最も大きいと
想定されるため。

● 国産豚肉については繁殖から生産、処理、加工、販売までの一貫体制（インテグレーション）を構築しており、
自然関連リスクの表出による当社グループへの影響が大きいと想定されるため。
　なお、当社グループは事業ポートフォリオ全体を通じた自然との関係性の把握の重要性を認識しています。
自然関連分析については今後、分析対象の拡充と高度化を実施していくことで、事業全体の自然関連のリスク
と機会の把握に努め、当社グループの持続的な成長と自然の回復を両立した事業活動の実現に向けて継続的
な対応を進めていきます。

　プリマハムグループは、バリューチェーン全体を通じた自然とのかかわりを把握し、関連するリ

スクと機会について、ステークホルダーへの透明性のある情報を開示するため、自然関連財務情

報開示タスクフォース（TNFD）の開示提言に基づいた分析と情報開示を実施しました。

自然関連分析の手順と評価の全体像

　当社グループは、バリューチェーンにおける自然への依存や影響、事業との接点を踏まえて、自然関連のリス
クと機会を網羅的に抽出。その影響度と発生可能性を定性的に評価し、優先的に対応すべき項目を選定しま
した。今後も評価や国際動向の把握、社内外との対話を重ね、具体的な施策につなげていきます。

影響度と発生可能性の大きさを定性的に評価し、優先的に対応すべき項目を選定

※ LEAPアプローチは、自然関連のリスクと機会を体系的に評価するアプローチで、Locate（発見する）、Evaluate（診断す
る）、Assess（評価する）、Prepare（準備する）の4つのフェーズから構成されている。

豚肉バリューチェーンにおける重要な自然へ
の依存と影響を特定

水/土壌/
災害緩和等

汚染/廃棄物
土地/水利用等

STEP1 Locate ：依存と影響の評価 依存

影響

優先
地域

リスク
機会

対応策

直接操業地域（工場/養豚場）における自然の
重要性と水リスクを評価

STEP2 Evaluate：優先地域の特定

依存と影響および事業地域の自然の状態を踏
まえたバリューチェーン上のリスクと機会の導出

STEP3 Assess ：リスクと機会の特定

自然関連のリスクと機会を踏まえた対応策の
検討

STEP4 Prepare：リスクと機会への対応策

物理

物理

移行

移行

移行

慢性

急性

慢性

急性

評判

政策

政策

市場

リスク分類 おもなリスクの内容 おもな事業影響 リスクへの対応策

飼料

養豚

工場

●土壌流出や土壌品質の低下による生産性低下や肥料投入
量増加 ●飼料調達価格の

  上昇
●飼料調達量の
  減少

●豚肉調達価格の
  上昇
●豚肉調達量の
  減少

●豚肉調達価格の
  上昇

●製造原価の増加

●評判の低下

●売上機会の損失

●持続可能な原材料調達体
制の構築
●事業継続計画（BCP）の
徹底、高度化
●飼料米などの国産飼料の
活用

●節水の取り組み

●防災対策の実施
●事業継続計画（BCP）の
徹底、高度化
●排水管理の徹底
●豚舎の規模に応じた排水
能力の向上
●家畜排せつ物の有効利用
●排水処理施設の計画的な
更新投資

●異常気象や自然災害による収量の低下
●降雨量減少による河川や運河の水位低下による輸送量低下

●森林破壊を伴う原材料の調達に対する社会的関心が高ま
り、市場のニーズが変化
●地下水の不足や水質低下による発育不良や感染症の蔓延
●地下水の運搬や上水利用、水質維持のためのコスト増加
●周辺環境の劣化による減災機能の低下により、自然災害の
被害が甚大化し、建屋や家畜に被害が発生
●修繕のためのコストの増加
●家畜排せつ物の不適切な処理による周辺環境および下流
域の汚染や地域ステークホルダーからの苦情の増加
●畜産における段階的な排水規制の強化による排水処理コス
トの増加

政策
●排水処理の負荷増大や規制の強化による排水処理コスト
の増加

●農地への土地転換規制による生産量の停滞

市場

資源効率

資源効率

商品
サービス

技術

自然資源の
持続的利用

機会分類 おもな機会の内容 おもな事業影響 機会への対応策
飼料

養豚

工場

●品種や農法の多様化や環境適応の進展

●肥育豚の飼料要求率の向上によるコスト削減

●抗菌剤の適正使用や使用量の低減による薬剤
耐性対策の実施

●製造工程における水の利用効率の向上による
コスト削減
●製造工程で発生する副産物や端材の有効活用
や、商品寿命延長によるフードロスの削減

●商品に使われるプラスチックの使用量低減

●臭気低減の取り組みによる周辺地域への影響の
緩和

●家畜排せつ物を活用した資源循環の取り組み

●調達の安定化

●製造原価の
  低減

●評判の向上
●売上げ機会の
  獲得

●評判の向上
●養豚経営の
  安定化

●環境変化に応じた持続可能な調達の推進

●臭気物質のモニタリング管理徹底
●臭気改善剤や脱臭設備の活用

●排せつ物の堆肥化と農家への販売

●食品廃棄物の削減、リサイクル率向上
●商品の賞味期間延長、長期備蓄商品の開発

●節水の取り組み

●商品包材のプラスチック使用量削減
●商品包材におけるバイオマス素材の活用

●徹底した防疫管理
●健康状態の管理、免疫向上の取り組み
●飼育環境の改善

飼料

水/土壌/
災害緩和等

汚染/廃棄物
土地/水利用等

養豚

水

汚染/
廃棄物

工場

対象外
(今後拡充)

飼料

鹿児島/宮崎
北海道/宮城

養豚

選定
地域無

工場

依存と影響、事業と自然の接点を踏まえた、
当社グループにとって優先的に対処すべき
リスク・機会の特定と対応策の設定
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ビーフ部 ビーフ第一課

三井 陸

サステナビリティ戦略

サプライチェーン・マネジメントを強化する 

● フリーストール  
（有）肉質研究牧場の黒豚繁殖農場
では、妊娠時の行動制限をなくすこ
とでストレス軽減を図るため、フリー
ストールを導入しました。

● 分娩クレート  
（有）肉質研究牧場と（有）かみふらの
牧場は、分娩から授乳期を過ごす豚
房に、母豚のサイズにあわせてクレー
ト（柵）の位置を調整できる可動式分
娩クレートを導入。また、宮城農場は
オープンクレート（開放型分娩豚房）
を採用し、ほかの母豚から生まれた
子豚とコミュニケーションできる環境
を確保し、群れでの肥育がスムーズ
になるなどの効果が出ています。

● 担当者の配置
太平洋ブリーディング（株）直営農場に、アニマルウェルフェア担当
者を配置し、農場レベルでのきめ細かい対応を推進しています。

● 暑熱対策
一部農場では暑さ対策として係留場の屋根に遮熱塗装を施した
り、遮光カーテンを設置。また、夏期の輸送時には高速道路を利用
し、途中停車の時間を減らすことで車内の温度上昇を防ぐ取り組
みも推進しています。

● 一般従業員向け研修の実施
アニマルウェルフェアの基本
的事項について、外部講師に
よる研修を2025年8月に実
施し、グループ会社も含め役
員・従業員が参加しました。

アニマルウェルフェアの取り組み

PDCAサイクルを回しながら取り組みレベルを向上

私の所属するビーフ部ビーフ第一課は、品質の良い
国産牛肉を安定的に調達し、お客様の多様なニーズに
あった商品開発に取り組んでいます。お客様ごとに求
められる商品規格やグレードはさまざまで、ひとつと
して同じ商品はありません。そのため、当社は北海道帯
広市にある佐々木畜産（株）様といっしょに、お客様が
求める商品を一つひとつ丁寧につくり上げています。
近年、サプライチェーン全体で環境配慮が求めら

れるなか、同社は白樺を使った飼料「キャトルエース」
をいち早く導入しました。この飼料は牛の腸内環境
を整えるだけでなく、メタンガス削減にも効果がある
とされています。現在はプリマハムと佐々木畜産（株）
様、帯広畜産大学との共同研究で、さらなる品質改
良に取り組んでいます。
今回、サプライヤー調査でも佐々木畜産（株）様を

担当しました。同社は世代交代が順調に進んでおり、
新たな取り組みにも意欲的なパートナー企業です。
今後も佐々木畜産（株）様との関係を強化し、川上か
ら川下まで一体となって、持続可能な畜産業の実現
と食肉の販売強化に努めていきます。

信頼できるパートナーといっしょに
持続可能な畜産業を実現していきます

佐々木畜産（株）様 産地訪問
※前列 一番右が佐々木畜産（株） 
　佐々木章哲社長、後列が営業部長
　前列 右から2番目が本人

環境への配慮、アニマルウェルフェア、国際的な人権尊重を網

羅する「プリマハムグループ調達方針」を制定・公表し、2024

年4月に、この方針に則した「プリマハムグループ サプライヤー

行動規範」を制定・開示しています。

2024年度は、サプライチェーン全体のリスクマネジメント強

化と持続性向上のために、国連グローバル・コンパクト・ネット

ワーク・ジャパンの調査票を活用し、2024年度は主要サプライ

ヤーへ試行的にアセスメント調査を実施。2025年度は、原則

すべての「重要一次食肉サプライヤー」に質問状をし、リスク評

価を実施する予定です。

調達分科会は、「持続可能な原材料調達の実現」と「アニマ

ルウェルフェアへの対応」という二つの重要課題に取り組んで

います。

持続可能な原材料調達については、調達先の拡大や商品ご

との複数購買体制を構築しながら、価格や品質はもちろん、環

境や人権といった観点も評価軸に加え、サプライチェーン全体

の強靭化と持続可能性の向上を目指しています。

アニマルウェルフェアについては、国際基準（WOAHコード）

や農林水産省の指針に基づいた自主基準を設け、「５つの自

由」確保に向けた取り組みのレベルアップを図っています。

2024年7月に制定した「プリマハムグループ アニマルウェル

フェアポリシー」をもとに、PDCAサイクルを継続的に回しなが

ら取り組みレベルの向上を図るとともに、進捗に関する情報開

示の強化を図っていきます。

また、2023年9月には、食品安全・品質の確保に加え、地球

プリマハムグループ 調達方針
https://www.primaham.co.jp/sustainability/procurement.html

WEB

プリマハムグループ サプライヤー行動規範
https://www.primaham.co.jp/sustainability/assets/pdf/policy/
primaham_Supplier_Code_of_Conduct_J.pdf

WEB

プリマハムグループ アニマルウェルフェアポリシー
https://www.primaham.co.jp/sustainability/assets/pdf/policy/
primaham_AnimalWelfarePolicy_J.pdf

WEB

農研機構加藤氏による研修の様子
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フードサービス事業部 
CVS第一部 第三課

寺崎 慎太朗

財経部 財務・審査課長

菊川 弥祐

人権デュー・ディリジェンスの取り組み

サステナビリティ戦略

働きがいのある職場環境をつくる

働き方の多様性を尊重するとともに
優秀な人材の確保・育成を強化

妻の妊娠がわかったとき、限りある時間を生まれて
くる子どもといっしょに過ごしたいと強く感じ、半年間
の育休を取得しました。上司・先輩から「業務のこと
は心配いらないから」と言って
いただけたことが大きな後押
しになりました。実際に育児を
経験すると、思っていた何倍も
大変でしたが、子どもの成長
の一つひとつに立ち会えたこ
とはほんとうにうれしく、かけ
がえのない時間となりました。

成長の瞬間に立ち会えたことが
かけがえのない時間となりました

財務・審査課長として、グループ資金運用や与信
管理を統轄しています。育児との両立で勤務時間が
限られるため、会議の効率化やコミュニケーション
の密度向上を心がけつつ、短時間勤務制度や在宅勤
務を活用しています。チームの協力もあり、安心して
業務に取り組める環境が整っ
ています。女性管理職ならで
はの視点やマネジメントは組
織にとって有用だと信じてい
ます。ロールモデルの一人と
して、仕事と育児の両立を社
内に示していきたいと考えて
います。

仕事と育児は両立できることを
社内に示していきたいです

①国内の外国人労働者の労働環境について適切な労働条件
の確保と文化的配慮の必要性
②委託会社（調達・製造・物流・廃棄など）における労働者の職
場環境について、サプライチェーン全体で改善の必要性
③調達先での労働環境・近隣住民の環境配慮の重要性を特定

プリマハムグループ人権方針
https://www.primaham.co.jp/sustainability/assets/pdf/policy/
primaham_HumanRightsPolicy_J.pdf

WEB

※ SST：ソーシャルスキル・トレーニング（Social Skills Training）の略で、英語
を用いた対人関係やコミュニケーション能力を高めるための訓練プログラム

　人材分科会は、多様な働き方の尊重、優秀な人材の雇用と

育成、心身の健康に配慮した労働安全衛生を活動テーマとし

ています。2024年度は、これらのテーマに基づき、人材基盤の

強化を目的としたさまざまな活動に取り組みました。

　多様性の推進については、女性採用比率（2025年4月定期入

社）が36%、女性管理職比率も2024年度に6.0％（2018年度

1.2%）まで上昇しました。また、男性の育児休業取得を促進す

る取り組みも継続しており、年次有給休暇の取得率は67%に向

上し、従業員一人当たりの実総労働時間も前年度比で約20時

間削減されました。

　人材育成の面では、コロナ禍で中断していた北米語学留学を

再開し、派遣された従業員はSST※で2レベルアップ、TOEICで

100点アップという目標を達成するなど、高い成果を上げまし

た。さらに、全従業員向けの自己啓発としてeラーニングツール

を導入し、論理思考やクリティカルシンキングといったビジネス

スキルの学習機会を提供しています。過去の採用抑制により層

が薄くなっている30～40代の人材層を厚くするため、引き続

きキャリア採用を強化しています。

　今後の計画としては、2026年度から勤務地限定社員の管理

職登用制度を導入することで、多様なキャリアパスを一層支援し

ていきます。また、機械・IT分野といった専門性の高い人材の確

保と育成に注力し、すべての従業員が働きがいを感じ、個々の能

力を最大限に発揮できる職場環境の構築を目指していきます。

プリマハムグループは、2023年6月に経済人コー円卓会議日本
委員会とみずほリサーチ&テクノロジーズ株式会社の協力のもと、
人権リスクアセスメントを実施。当社グループにおける重要な人権
リスクを特定・評価し、重要な人権テーマとして以下の3つを明確
にしました。
これを受けて2023年9月に制定した「プリマハムグループ人権方

針」では、人権デュー・ディリジェンスの実施についても明記し、継

続的な取り組みの基盤を整備しました。2025年5月23日から6月
9日にかけては、プリマハムの主力4工場で働く外国人労働者（特定
技能・技能実習生計547名）を対象に、ダッカ原則をベースとした
アンケート調査を実施しました。ダッカ原則は移民労働者の権利
保護に関する国際基準であり、これに基づく調査によって客観的な
現状把握に努めました。
また、7月には茨城工場・三重工場において、各20名を対象に人権

に精通したコンサルタントが対面でインタビューを実施し、詳細な実
態を把握しました。今回の結果を踏まえた今後の人権デュー・ディリ
ジェンスの取り組みについ
ては、サステナビリティ委員
会で協議のうえ、アクション
プランを見直し、アセスメン
ト→行動→モニタリング→
情報開示のサイクルを継続
的に回していきます。 話しやすいよう一人ずつ通訳同伴で実施
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